
－ １ －

埼玉県高齢者支援計画の推進

高齢者が地域とつながり、自らが持つ豊富な知識や技術、経験を活かし、様々な分野において活躍できるようにする。
地域共生社会の実現に向け、医療、介護、介護予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域包括ケアシステムの構築を更に

推進する。

目 的

担当 高齢者福祉課 総務・高齢企画担当 内線３２６３
施設・事業者指導担当 内線３２５４
施設整備担当 内線３２６０
介護人材担当 内線３２３２

地域包括ケア課 総務・介護保険担当 内線３２５５
地域包括ケア担当 内線３２５６
認知症・虐待防止担当 内線３２５１

社会福祉課 施設指導・福祉人材担当 内線３２２５

【予算額】１０３，７６６，２７４千円

事業概要

１ 高齢者の活躍支援と安心して暮らせる地域社会づくり ５０，４６１千円

（３）災害派遣福祉チーム体制整備事業費 １，５００千円
大規模災害時に避難所等へ避難した高齢者等に対して、相談援助や応急的な介助等の福祉支援を行う災害派遣福祉チーム

を被災地域に派遣するための体制を整備する。

（１）大学の開放授業講座の開催及び老人クラブ活動への支援 ３５，４６４千円
高齢者の生活の充実や社会参加のきっかけづくりとするため、２３大学と協力し、授業科目の一部を開放する。
また、老人クラブ等が実施するボランティア活動、教養活動、健康増進活動等の経費を補助する。

（２）高齢者のいきがい・健康づくり支援及び全国健康福祉祭開催準備（一部新規）１３，４９７千円
彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者のいきがい・健康づくりを促進する。
また、令和８年度ねんりんピックさいたま大会（仮称）の基本構想を策定し、大会開催準備を進める。

一部新規

➢ 全国健康福祉祭（ねんりんピック）開催準備事業費【新規】
令和８年度本県開催に向けて、基本構想策定委員会を開催し、大会の基本方針、大会テーマ、会期、開催競技種目や競技開

催地などについて審議し、大会の基本構想を策定する。

新規・拡充内容
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（４）地域包括ケアシステム広域支援事業（再掲Ｐ１３） １９，３００千円
県内１０か所に設置している地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機関の連携により、リハビリ

テーション専門職を育成し、市町村の介護予防事業等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。

（３）看取り体制強化事業（再掲Ｐ１３） １０，１０４千円
介護施設等の管理者及び職員向け研修の実施や介護施設等への講師の派遣により、職員のスキルアップを図り、介護施設

等における看取り体制の強化を図る。

－ ２ －

事業概要

２ 地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの深化 ２１５，０３２千円

（６）ケアラーを支援する施策の推進（一部新規）（再掲Ｐ２７） １８，８９７千円
ケアラー支援に関する普及啓発や居場所づくり、市町村等相談支援機関の人材育成支援などにより、ケアラーを総合的

に支援する。

（１）地域包括ケア総合支援チーム派遣事業（再掲Ｐ１３） ６，７７２千円
市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全ての市町村に対し、自立支援、介護予防、生活支援

などの取組をオーダーメイド・伴走型で支援する総合支援チームを派遣する。

（２）地域包括ケアシステム構築促進事業（再掲Ｐ１３） ４１，１２４千円
地域ケア会議、介護予防、生活支援などの事業を担う市町村職員等の育成などを通じて、市町村における地域包括ケアシ

ステムの構築を支援する。

➢ 介護者サロン設置・運営支援研修【新規】
介護者サロンの設置・運営のための研修を行う。

（５）要介護改善等促進事業（再掲Ｐ１３） ９８８千円
介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要介護度の維持・改善等に積極的に取り組む

事業所を評価・公表する。

新規・拡充内容



（９）地域包括ケアシステム深化・推進事業費（再掲Ｐ１３） ７４，５５３千円
重層的支援体制整備に関する助言や人材育成のための研修及び交付金の交付を通じて、制度の狭間や高齢、障害、子ども、

生活困窮等の分野に関連する複雑化した課題等に対応できる包括的な相談支援体制の構築に取り組む市町村を支援する。

－ ３ －

事業概要

（８）ケアラー入院時等の要介護者受入施設の運営（再掲Ｐ２７、３５） １６，９６５千円
ケアラーが新型コロナウイルスに感染して入院等した場合に、要介護者（高齢者）のケアに当たる受入れ施設の運営を支

援する。

３ 認知症施策の総合的な推進（埼玉県認知症施策推進計画の推進） ８３，７２４千円

（１）認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費（再掲Ｐ１８） ２，７６３千円
認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するとともに、市町村認知症連絡会を開催することに

より市町村の認知症施策の推進を支援する。

（２）認知症ケア支援事業費（再掲Ｐ１８） ２４，２６９千円
認知症に関する知識等の普及・啓発・研修を実施することにより、認知症高齢者やその家族、認知症を介護する職員等を

支援する。

（10）市町村総合相談支援体制構築事業費（再掲Ｐ１３） ２，８０８千円
総合相談支援体制構築に精通するアドバイザーの派遣、課題や手法を共有するための情報交換会の開催及び総合相談支援

体制の中核を担う人材の育成を実施し、市町村の総合相談支援体制の構築を支援する。

（７）ヤングケアラーを支援する施策の推進（再掲Ｐ２８） ２３，５２１千円
ヤングケアラー支援に関する普及啓発やＳＮＳによる相談体制整備、ヤングケアラーの発見・把握、支援につなげるため

の人材育成などにより、ヤングケアラーを総合的に支援する。



－ ４ －

事業概要

（４）若年性認知症の人のための施策の推進（再掲Ｐ１８） １７，１５２千円
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談対応や居場所づくり、就労支援を行う。また、セミナー等の普及啓発

を行うことにより、若年性認知症の人が社会とのつながりを保ち、生きがいを持って暮らせる環境を整備する。

（５）共生のための「チームオレンジ」構築支援事業（再掲Ｐ１８） ６，６３９千円
認知症の人に対する地域の支援を広げるため、市町村の「チームオレンジ」の構築を支援するとともに、認知症の本人に

よる埼玉県版「希望大使」を設置し、本人からの発信を支援する。

（６）成年後見制度利用促進事業（再掲Ｐ１８） ２９，４１３千円
市町村における成年後見制度を活用するための体制整備・強化を支援することにより、成年後見制度の利用を促進する。

（７）高齢者虐待対策事業費（再掲Ｐ１８） ２，３７８千円
高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高齢者虐待対応、相談窓口、ネットワークづくり等の

体制整備を支援する。

（３）認知症ケア技術向上事業（再掲Ｐ１８） １，１１０千円
認知症介護技術向上のための研修を実施することにより、認知症の人を介護する家族等を支援する。



－ ５ －

事業概要

４ 介護保険施設等の整備 １１，４６６，３００千円

（２）介護基盤緊急整備等特別対策事業費 ２，８２９，１１０千円
地域密着型特別養護老人ホーム等の小規模施設等の整備に要する工事費用や非常用自家発電設備等の整備に対する補助を

行う。

（１）特別養護老人ホーム等整備事業費 ３，８７５，１５２千円
特別養護老人ホームの創設及び増床等の整備を行う社会福祉法人に対し、整備費の一部を補助する。

（３）施設開設準備経費等支援事業費 ２，５２７，０３６千円
特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費に対する補助を行う。

（４）福祉施設の業務継続支援事業費（ 新 規 ）（再掲Ｐ３１） １３，５００千円
高齢者等に福祉サービスを提供する社会福祉施設において、感染症や自然災害の発生時に適切に業務が継続できるよう業

務継続計画（BCP）の策定等を支援する。

（５）介護施設等における感染拡大防止対策への支援（再掲Ｐ３５） １，６２６，６００千円
介護施設等において、感染拡大を防止する観点から、多床室の個室化に要する改修費、簡易陰圧装置の設置に要する経費、

換気設備の設置に要する経費、感染拡大防止のためのゾーニング環境等に要する経費を補助する。

（７）高齢者施設へのリリーフナースの派遣（再掲Ｐ３５） １７，８２４千円
高齢者施設でのクラスター発生時の療養体制を確保するため看護師を派遣する。
さらに、看護師による支援を通じて、施設の感染症対応能力の向上を図る。

（６）介護サービスの事業継続のための支援（再掲Ｐ３５） ５７７，０７８千円
感染症が発生した場合においても、必要な介護サービスが継続して提供できるよう、緊急時の人材確保や施設等の消毒・

清掃等の追加で発生する経費を補助する。



－ ６ －

事業概要

５ 介護人材の確保・定着・イメージアップ ５０９，３１７千円

（１）介護人材の確保・定着の促進（一部新規）（再掲Ｐ１４～１７） ５０９，３１７千円
介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者等の就労支援、他業種で働いていた者等への就職支援金の貸付け、

市町村による介護人材確保支援、外国人人材の受入・定着支援、介護ロボットの普及促進、ＩＣＴの導入支援、スマート介
護施設モデル事業、新任介護職員の定着支援、介護職員への暴力・ハラスメント対策、介護のイメージアップなどを実施す
る。また、埼玉県介護人材確保・対策検討委員会を運営し、介護人材確保・定着・イメージアップに係る取組を全県的に推
進する。

（１）市町村介護保険財政支援事業費（再掲Ｐ１９） ９１，４２９，８７５千円
介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割合を負担するとともに、介護保険財

政の安定化を図るため、介護保険財政安定化基金を管理し、貸付等を行う。

６ 介護保険の持続可能な制度運営 ９１，４４１，４４０千円

（２）介護保険制度運営推進事業費（再掲Ｐ１９） １１，５６５千円
介護サービス事業者に係る苦情処理体制の整備、介護保険に係る不服申立への対応、要介護認定の水準向上のための研修

を行うとともに、介護給付適正化の取組を進める。

➢ デジタル技術の活用による魅力発信【新規】
SNSを活用した動画配信、仮想空間での合同入職式・表彰式を開催する。

➢ 外国人介護職員が長く働ける、魅力ある埼玉介護の促進【新規】
外国人介護職員のキャリアアップを支援し、介護事業所が外国人にとって魅力ある職場となるためのセミナーや交流会を実施するとともに、

介護福祉士資格取得を目指す外国人介護職員を対象に、資格取得支援や受入れ体制の充実を図る施設等を支援する。

➢ 介護職員ハラスメント対策推進事業【新規】
介護職員等から、利用者やその家族等からの暴力・ハラスメントについて相談を受ける専用窓口を設置する。
また、複数の訪問介護員等が訪問介護・訪問看護を行った際、利用者やその家族等の同意を得られず、介護報酬が算定できない場合に

費用補助を行う。

新規・拡充内容



（７）市町村総合相談支援体制構築事業費 ２，８０８千円
総合相談支援体制構築に精通するアドバイザーの派遣、課題や手法を共有するための情報交換会の開催及び総合相談支援

体制の中核を担う人材の育成を実施し、市町村の総合相談支援体制の構築を支援する。

団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年を目途に、高齢になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、
医療・介護・介護予防・生活支援などが一体的に提供される地域包括ケアシステムの深化に向けて市町村を支援する。
また、地域共生社会の実現のため、市町村における高齢、障害、子ども、生活困窮等の複雑化・複合化した課題に対応する包括

的な支援体制の構築の支援を行う。

－ ７ －

地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの深化

目 的

担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当
内線 ３２５６

【予算額】１５５，６４９千円

事業概要

１ 地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの深化 １５５，６４９千円

（１）地域包括ケア総合支援チーム派遣事業 ６，７７２千円
市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全ての市町村に対し、自立支援、介護予防、生活支援

などの取組をオーダーメイド・伴走型で支援する総合支援チームを派遣する。

（２）地域包括ケアシステム構築促進事業 ４１，１２４千円
地域ケア会議、介護予防、生活支援などの事業を担う市町村職員等の育成などを通じて、市町村における地域包括ケアシ

ステムの構築を支援する。

（３）看取り体制強化事業 １０，１０４千円
介護施設等の管理者及び職員向け研修の実施や介護施設等への講師の派遣により、職員のスキルアップを図り、介護施設

等における看取り体制の強化を図る。

（４）地域包括ケアシステム広域支援事業 １９，３００千円
県内１０か所に設置している地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機関の連携により、リハビリ

テーション専門職を育成し、市町村の介護予防事業等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。

（６）地域包括ケアシステム深化・推進事業費 ７４，５５３千円
重層的支援体制整備に関する助言や人材育成のための研修及び交付金の交付を通じて、制度の狭間や高齢、障害、子ども、

生活困窮等の分野に関連する複雑化した課題等に対応できる包括的な相談支援体制の構築に取り組む市町村を支援する。

（５）要介護度改善等促進事業 ９８８千円
介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要介護度の維持・改善等に積極的に取り組む

事業所を評価・公表する。



－ ８ －

介 護 人 材 の 確 保 ・ 定 着 の 促 進

高齢化の進展により要介護者の増加が見込まれる中で、必要な介護サービスを担う人材を確保していく必要がある。このため、
介護人材の確保、定着、生産性の向上及びイメージアップの４つの視点で総合的な介護人材確保対策に取り組んでいく。

目 的

担当 高齢者福祉課 介護人材担当 内線 ３２３２
施設・事業者指導担当 内線 ３２５４
施設整備担当 内線 ３２６８

社会福祉課 施設指導・福祉人材担当 内線 ３２７６
障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当 内線 ３３１８

【予算額】 ５１２，８８３千円

事業概要

１ 介護人材の確保 ３１６，５３６千円

（１）介護人材確保対策検討委員会等の運営 １，２１４千円
関係団体や市町村と連携しながら介護人材確保・定着・生産性向上・イメージアップに係る取組を全県的に推進する。

一部新規

（４）離職した介護職員の届出システム事業 ８，２５０千円
国のシステムを活用して就職に役立つ情報を積極的に提供し、離職した介護職員の復職を支援する。

（３）優良介護事業所認証事業 １，４０３千円
人材育成等について優れた取組を行っている介護事業所を認証する。

（２）介護人材確保総合推進事業 １００，４６９千円
介護未経験者等に対し、地理情報と連携して介護職に関する求人情報等を掲載したポータルサイトを運営するとともに、

職場体験研修やオンラインを活用した介護に関する入門的研修及び就職先とのマッチングを実施する。



－ ９ －

事業概要

（５）福祉・介護人材育成促進事業 １８６，８００千円
介護人材の確保・定着を図るため、将来、県内の社会福祉施設等への就職を希望する学生に対する修学資金及び離職後に

再就職する介護職員（潜在介護職員）に対する就職準備金の貸付けを実施する。
あわせて、感染症の影響により一層の人材不足が懸念される介護施設等における人材確保を図るため、他業種で働いてい

た者等が介護職員初任者研修等を修了し、県内の介護事業所等に就職する場合の就職支援金及び福祉系高校に通う学生に対
する修学資金の貸付けを実施する。

（６）市町村による介護人材確保支援事業 １０，０００千円
市町村が行う介護に関する入門的研修や職場体験の実施から介護事業所とのマッチングまでの一体的事業を実施した場合

にその経費の一部を補助する。

（７）介護福祉士を目指す外国人留学生の応援事業 ８，４００千円
介護福祉士養成施設が、在学する外国人留学生に対して日本語学習や国家試験対策等の専門知識習得のための課外授業を

実施した場合に、その経費の一部を補助する。



－ １０ －

事業概要

２ 介護人材の定着 １１６，９４８千円

（１）介護職員資格取得支援事業 ２１，５００千円
介護現場で働きながら介護福祉士実務者研修を受講した者及び介護職員初任者研修を受講した者に対して、研修受講料の

一部を補助する。

（４）介護職員キャリアアップ研修事業 ６，５４７千円
介護事業経営者向けのセミナー、中堅職員向けの研修及びハラスメント対策研修を実施する。

（５）介護支援専門員研修受講支援事業 ３９，０００千円
研修実施機関に対して必要経費の一部を補助する。

（３）介護職員就業定着支援事業 １６，３０１千円
新任介護職員に対し研修及びキャリアカウンセラーによる相談等を実施し早期離職を防止するとともに、離職者に対し再

就職を支援する。

（２）介護人材バンク事業 ３，５４２千円
職員の家族の看護や介護、研修受講、短時間の子育て支援など休暇取得の際に、必要に応じて代替の職員を紹介する。

（６）事業者への複数訪問費用補助の実施（ 新 規 ） ６，４９１千円
複数の訪問介護員等が訪問介護・訪問看護等を行った際、利用者やその家族等の同意を得られず、介護報酬等が算定でき

ない場合に費用補助を行う。

（７）暴力・ハラスメント専用相談窓口設置事業（ 新 規 ） ９，５０４千円
介護職員等から、利用者やその家族等からの暴力・ハラスメントについて相談を受ける専用窓口を設置する。

（８）外国人介護職員が長く働ける、魅力ある埼玉介護の促進（ 新 規 ） １４，０６３千円
外国人介護職員のキャリアアップを支援する魅力ある職場となるための介護事業所向けセミナーや交流会を実施するとと

もに、外国人介護職員の資格取得支援や受入れ体制の充実を図る介護事業所を支援する。



－ １１ －

事業概要

４ 介護のイメージアップ ２２，５９５千円

（１）介護の魅力ＰＲ隊による介護の仕事の魅力発信 １２，６１２千円
現役の介護職員が、学校や就職セミナーで仕事の魅力を伝える活動や動画配信をとおして介護職のイメージアップを図る。

（２）介護職員バーチャル合同入職式・表彰式の実施（ 新 規 ） ９，９８３千円
県内介護事業所に新たに就職した介護職員を対象に、SNSを活用した動画配信、仮想空間での合同入職式・表彰式を開催

する。

３ 介護現場における生産性の向上 ５６，８０４千円

（１）介護ロボット普及促進事業 ４２，６００千円
介護ロボットを購入又はレンタルする介護事業所に対し、経費の一部を補助する。

（２）ＩＣＴ導入支援事業 ７，３５４千円
ＩＣＴを導入する介護事業所に対しアドバイザー派遣を行うとともに、システムの導入費の一部を補助する。

（３）スマート介護施設モデル事業 ６，８５０千円
介護施設にコンサルタントを派遣して介護業務を再構築し、介護ロボット・ＩＣＴを駆使することで生産性向上を図り、

成果を普及させる。



－ １２ －

認 知 症 施 策 の 総 合 的 な 推 進

認知症に関する普及啓発や本人発信の支援、医療・ケア・介護サービスへの支援、若年性認知症等の人への支援、認知症バリ
アフリーを中心とした地域における取組などにより、認知症本人とその家族に対する施策を総合的に推進する。

目 的

担当 地域包括ケア課 認知症・虐待防止担当
内線 ３２５１

【予算額】８３，７２４千円

事業概要

１ 認知症施策の総合的な推進 ８３，７２４千円

（１）認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費 ２，７６３千円
認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するとともに、市町村認知症連絡会を開催することに

より市町村の認知症施策の推進を支援する。

（２）認知症ケア支援事業費 ２４，２６９千円
認知症に関する知識等の普及・啓発・研修を実施することにより、認知症高齢者やその家族、認知症を介護する職員等を

支援する。

（３）認知症ケア技術向上事業 １，１１０千円
認知症介護技術向上のための研修を実施することにより、認知症の人を介護する家族等を支援する。

（４）若年性認知症の人のための施策の推進 １７，１５２千円
若年性認知症支援コーディネーターを配置し、相談対応や居場所づくり、就労支援を行う。また、セミナー等の普及啓発

を行うことにより、若年性認知症の人が社会とのつながりを保ち、生きがいを持って暮らせる環境を整備する。

（５）共生のための「チームオレンジ」構築支援事業 ６，６３９千円
認知症の人に対する地域の支援を広げるため、市町村の「チームオレンジ」の構築を支援するとともに、認知症の本人に

よる埼玉県版「希望大使」を設置し、本人からの発信を支援する。

（６）成年後見制度利用促進事業 ２９，４１３千円
市町村における成年後見制度を活用するための体制整備・強化を支援することにより、成年後見制度の利用を促進する。

（７）高齢者虐待対策事業費 ２，３７８千円
高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高齢者虐待対応、相談窓口、ネットワークづくり等の

体制整備を支援する。



－ １３ －

市 町 村 介 護 保 険 制 度 運 営 の 支 援

高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを送れるよう、市町村の運営する介護保険制度の運営を支援する。

目 的

担当 地域包括ケア課 総務・介護保険担当
内線 ３２５５

【予算額】９１，４４１，４４０千円

事業概要

１ 市町村介護保険制度運営の支援 ９１，４４１，４４０千円

（１）介護給付費負担金 ８４，３９０，５９１千円
市町村（保険者）が行う介護給付について、介護保険法に定める割合に相当する額を負担する。

（２）介護給付費負担金（介護職員処遇改善） ９４０，５４３千円
介護人材を確保するため、介護職員の処遇改善に必要な額を負担する。

（４）介護保険財政安定化基金事業 ４０６，９１１千円
保険料未納、または見込みを上回る給付費増により財政不足が生じた市町村に対し、県に設置している「介護保

険財政安定化基金」を原資として、資金の貸付又は交付を行う。

（５）低所得者保険料軽減負担金 １，７１９，３１５千円
市町村民税非課税の世帯の介護保険料に、公費を投入して負担軽減を行う事業に必要な額を負担する。

６５歳以上の保険料

23%

４０歳から６４歳までの保険料
（医療保険料と併せて支払）
27%

国
施設等給付費 20%
その他の給付費 25%

埼玉県
施設等給付費 17.5%
その他の給付費 12.5%

市町村

12.5%

（３）地域支援事業交付金 ３，９７２，５１５千円
保険者(市町村)が行う地域支援事業について介護保険法に定める割合に相当する額を負担する。

（６）介護保険制度運営推進事業費 １１，５６５千円
介護サービス事業者に係る苦情処理体制の整備、介護保険に係る不服申立への対応、要介護認定の水準向上のための研修

を行うとともに、介護給付適正化の取組を進める。



ケアラー・ヤングケアラー支援に関する普及啓発や居場所づくり、市町村等相談支援機関の人材育成支援、ケアラー入院時等
の要介護者受入施設の運営などにより、ケアラー・ヤングケアラーを総合的に支援する。

－ １４ －

ケアラー・ヤングケアラーを支援する施策の推進

目 的

担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当 内線 ３２６６
障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当 ０４８－８５７－１００１
こども安全課 児童虐待対策担当 内線 ３３３５

【予算額】２３１，１６６千円

事業概要

１ ケアラーを支援する施策の推進 １６６，３５３千円

（１）ケアラー支援計画推進事業（一部新規） ５，２１１千円
埼玉県ケアラー支援計画の進捗管理及び次期計画の策定、埼玉県ケアラー支援に関する有識者会議の運営、実態調査を

実施する。

一部新規

（２）ケアラー支援普及啓発事業 ４，９４０千円
ケアラー月間のイベント開催、啓発チラシの作成・配布を行う。

（３）介護者サロン設置・運営支援事業（ 新 規 ） ３，１２７千円
介護者サロンの設置・運営のための研修を実施する。

（４）ケアラー支援人材育成事業 ５，６１９千円
地域包括支援センター、障害者相談支援事業所、市町村等のケアラー支援関係機関向けの研修等を実施する。

（５）ケアラー入院時等の要介護者受入施設の運営 １９，７６５千円
ケアラーが新型コロナウイルスに感染して入院等した場合に、要介護者（高齢者・障害児者）のケアに当たる受入れ

施設の運営を支援する。

➢ 次期埼玉県ケアラー支援計画の策定【新規】
計画の策定にあたって、ケアラーや支援機関等を対象とした実態調査の実施や有識者会議での協議を行う。

新規・拡充内容



－ １５ －

事業概要

２ ヤングケアラーを支援する施策の推進 ６４，８１３千円

（１）ヤングケアラー支援体制整備事業 １０，５８６千円
埼玉県ヤングケアラー支援推進協議会の運営、ヤングケアラー支援コーディネーターの設置、ヤングケアラーハンド

ブックの作成・配布を行う。

（２）ピアサポート等相談体制整備事業 ６，０１０千円
ヤングケアラー向けのSNSを活用した相談窓口を設置・運営する。

（３）オンラインサロンの設置・運営等支援事業 ３，７４０千円
ヤングケアラー向けのオンラインサロンを設置・運営する。

（４）教育・福祉合同研修事業 ６００千円
教育委員会、学校等の職員と市町村福祉担当職員等との合同研修を実施する。

（５）地域福祉活動者向け研修事業 ２，５８５千円
主任児童委員、民生児童委員、子どもの居場所運営者等向けの研修を実施する。

（６）子育て世帯訪問支援事業（再掲・Ｐ１２） ４１，２９２千円
ヤングケアラーがいる家庭など要支援家庭への家事・育児支援を行う市町村への

補助を行う。

（７）地域で暮らす障害児者とケアラーへの支援（再掲・Ｐ２０） ９３，２４６千円
医療的ケアを必要とする重症心身障害児者を在宅で介護する家族の精神的・身体的負担を軽減するため、ショートステイ

及びデイサービスによるレスパイトケアの充実等を図るとともに、市町村の基幹相談支援センターや地域生活支援拠点等の
整備を促進し、地域で暮らす障害児者やケアラーを支援する。

（６）医療的ケア児等支援センターの設置・運営（一部新規）（再掲・Ｐ２０） ３４，４４５千円
県センターでは、地域センターの取組や情報を集約するとともに、人材育成、支援体制の整備、多機関調整を行い、県全

体の支援体制を構築する。また、地域センタ－を複数箇所に拡充し、本人や家族への個別支援、市町村や事業所など関係機
関への支援等を行い、県センターとの連携を図りながら地域での支援体制を構築する。



介護・障害福祉サービス従事者安全確保対策の推進

介護・障害福祉サービスにおける安全確保対策を実施し、介護・障害福祉サービス従事者が安心して働くことができる体制を
構築する。

目 的

担当 高齢者福祉課 施設・事業者指導担当／介護人材担当 内線 ３２５４／ ３２３２
障害者支援課 地域生活・医療的ケア児支援担当 内線 ３３１８

【予算額】１５，９９５千円

事業概要

１ 介護・障害福祉サービス従事者の安全確保対策 １５，９９５千円

（１）事業者への複数訪問費用補助の実施（ 新 規 ）（再掲・Ｐ１６）６，４９１千円
複数の訪問介護員等が訪問介護・訪問看護等を行った際、利用者やその家族

等の同意を得られず、介護報酬等が算定できない場合に費用補助を行う。

➢ 事業者への補助金【新規】
補助対象 ：同意を得られず介護報酬等の対象にならない複数人での訪問経費
補助内容 ：介護報酬等加算等相当額の9/10  (負担割合 県9/10 事業者1/10)

（２）暴力・ハラスメント専用相談窓口設置事業（ 新 規 ） （再掲・Ｐ１６）
９，５０４千円

介護職員等から、利用者やその家族等からの暴力・ハラスメントについて相
談を受ける専用窓口を設置する。

新 規

➢ 相談窓口の設置【新規】
・日常業務で発生する利用者・家族等からの暴力・ハラスメントなどへの対応

＜電話相談＞
・月～金曜日 9:00～17:00 （年末年始､祝日除く）
※ WEBからの相談は24時間毎日受付

－ １６ －

新規・拡充内容

新規・拡充内容



－ １７ －

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策

新型コロナウイルス感染症に対応するため、感染動向に応じた対策を適時適切に実施する。

目 的

担当 高齢者福祉課 施設整備担当 内線 ３２６８
施設・事業者指導担当 内線 ３２４７

少子政策課 子育て環境整備担当 内線 ３３２２
こども安全課 養護担当 内線 ３３３１
障害者支援課 施設支援担当 内線 ３３０２

総務・市町村支援担当 内線 ３３０８
地域生活・医療的ケア児支援担当 内線 ３３１７

地域包括ケア課 地域包括ケア担当 内線 ３２６６

【予算額】２，７９６，１３７千円

事業概要

１ 福祉施設における感染拡大防止対策への支援等の実施 ２，７９６，１３７千円

（１）介護施設等における感染拡大防止対策への支援 １，６２６，６００千円
介護施設等において、感染拡大を防止する観点から、多床室の個室化に要する改修費、簡易陰圧装置の設置に要する経費、

換気設備の設置に要する経費、感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備に要する経費を補助する。

（２）児童福祉施設等における感染拡大防止対策への支援 ４６５，９００千円
放課後児童クラブ等におけるトイレの乾式化や非接触型水栓の設置等や児童養護施設等における消毒・清掃等の追加で発

生する経費等に補助する。

（３）介護・障害福祉サービスの事業継続のための支援 ６５１，０７２千円
感染症が発生した場合においても、必要な介護・障害福祉サービスが継続して提供できるよう、緊急時の人材確保や施設

等の消毒・清掃等の追加で発生する経費を補助する。

（４）福祉施設へのリリーフナースの派遣 ３２，８００千円
高齢者施設・障害者施設・児童養護施設等でのクラスター発生時の療養体制を確保するため看護師を派遣する。
さらに、看護師による支援を通じて、施設の感染症対応能力の向上を図る。

（５）ケアラー入院時等の要介護者受入施設の運営（再掲・Ｐ２７） １９，７６５千円
ケアラーが新型コロナウイルスに感染して入院等した場合に、要介護者（高齢者・障害児者）のケアに当たる受入れ施設

の運営を支援する。


